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燃料デブリ取り出し遠隔操作室を含めた
新集中監視室の耐震クラスの考え方について

東京電力ホールディングス株式会社
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提供：日本スペースイメージング（株）2021.4.8撮影
Product(C)[2021] DigitalGlobe, Inc., a Maxar company.

◼ 燃料デブリ取り出し作業に向けては、監視・操作の集中化などの観点から、発電所構内
に新たに建物を建設したうえで、燃料デブリ取り出し遠隔操作室を含めた集中監視室（
以下、「新集中監視室」という。）を整備する予定。

◼ 新集中監視室の整備場所は、福島第一入退域管理棟大型休憩場脇の北側倉庫（取り壊し
予定）の跡地を予定（今後の検討において変更となる可能性あり）。



主要設備、施設 設置要否 理由・補足

１～４号機安定化設備の監視・操作 〇 現在の免震棟にある機能をすべて移設

水処理設備の監視・操作 〇 現在の免震棟にある機能をすべて移設

５・６号機の監視・操作 △
使用済燃料を取り出した後、建物管理として必要な設備のみ（空調、漏

えい、火災報知等）を設置。

１～３号機の燃料デブリ大規模取り

出しの監視・操作
○ 各号機の燃料デブリ大規模取り出し用の操作設備を設置

１・２号機使用済燃料取り出し操作 ×
• １号機：有人作業とする見込みであり遠隔操作室は不要

• ２号機：建物完成時期に間に合わないため設置しない方向で検討

環境モニタリング、ダストモニタ、

ＭＰ監視盤
〇 モニタリング関係の監視盤を設置し、一極集中監視する方向で検討

火災報知器盤 〇 廃棄物処理施設を含め構内の火災報知を一極集中監視する方向で検討

緊急時対策所 × 現在の免震棟緊急時対策所を継続使用する方向で検討

〇：設置
△：条件付きで設置
×：設置しない
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新たな建物に設置予定の設備、施設（案）
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【参考】

令和3 年度第30 回原子力規制委員会（令和3 年9 月8 日資料2）抜粋
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新集中監視室の耐震の考え方

◼ 新集中監視室の耐震クラスについては、「耐震クラス分類と施設等の特徴に応じ
た地震動の設定及び必要な対策を判断する流れ」に従うと、以下のとおり。

①（イ）地震により安全機能を失った際の公衆への被ばく影響によりS,B,Cを分類

⇒ 新集中監視室は放射性物質を内包する施設ではないため、新集中監視室の機能喪失
に伴う直接的な放射線影響はない。なお、公衆被ばく影響に直接関係する安全機能
は、現場設備にて担保しており、新集中監視室の機能喪失が公衆への被ばくに直接
的な影響を及ぼすものではない。（補足資料１参照）

公衆被ばく線量 ≦ ５０ μSv

新集中監視室の耐震クラスは「Cクラス」と判断

② ①の耐震クラスを踏まえて、廃炉活動への影響、上位クラスへの波及的影響、供用
期間、設計の進捗状況、内包する液体の放射能量等を考慮した上で、施設等の特徴に
応じた地震動の設定及び必要な対策（耐震性の確保の代替策等）を判断する。（二）
（ホ）（ヘ）（ト）

⇒ 次頁に整理
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➢ 新集中監視室は免震構造とし、既設の免震重要棟よりも高い耐震性を確保

✓ 既設の免震棟においても、東北地方太平洋沖地震及び余震に対して構造上の問題
が起きていない実績もあり、新集中監視室においても免震構造を採用し、耐震性
を向上させる方針とする。

✓ 迅速な初動対応に必要な機能を持つ設備構造とする

• 建物構造部材：主要構造部材の被害がほとんどない状態に留める

• 非構造部材：非構造部材の被害を部分的なものに留める

• その他：什器の転倒、収納物の散乱がほとんどない状態に留める

新集中監視室の耐震の考え方

⇒ ②（（二）（ホ）（ヘ）（ト）の各項目については、何れも新集中監視室の耐
震設定の判断に影響を与えるものではないと判断するが、②のうち「廃炉活動
への影響」有無の考え方に関しては、次のとおりである。

計画①（イ）で整理したとおり、仮に新集中監視室が機能喪失した場合におい
ても、現場側にて安全機能を担保していることから直接的な公衆への被ばく影
響はないが、新集中監視室は大規模地震においても倒壊せずに、プラント監視
を含めた事後対応や燃料デブリ取り出し作業の早期再開が可能となるよう高い
耐震性を持たせた設計とする。
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スケジュール

実施項目 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

建物方針決定

基本設計～
実施設計

実施計画

現場工事

実施計画認可
情報イタレーション

建設完了 ※

◼ 新集中監視室設置までのスケジュール概要を以下に示す。

※建設完了は大規模燃料デブリ取り出し開始前までが目標となるが、新集中監視室に免震重
要棟集中監視室の機能を移設させることで、ヒューマンエラー防止・業務効率化・機能拡張
性向上を図ることが可能となるため、可能な限り早期完了を目指すものとしている。
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◼ 地震における各設備の機能喪失に伴う影響を整理。

設備
地震（Ss900）により喪
失が想定される機能

機能喪失に伴う影響
公衆被ばくへの

影響

１～４号機の
既往の設備の
監視・操作

• RPV、PCV関連パラ
メータの遠隔監視

• 原子炉注水やガス管理
設備等の遠隔操作

• 各プラントの状態が遠隔で監視できなくなるが、主要
パラメータは現場での監視が可能

• 原子炉注水設備、窒素封入設備等の設備は現場での操
作が可能（現在の実施計画2.14の記載は維持される）

公衆被ばくへの
影響小（公衆被
ばく線量
≦50μSv）

水処理設備の
監視・操作

SARRYやRO等の水処理
設備の遠隔操作、監視

• 滞留水とサブドレン水位の逆転有無を確認できなくな
るが設備の停止も予想されるため水位逆転のおそれは
小さい。また水位は現場盤において監視可能

• 淡水化装置が停止すると、原子炉注水の水源確保に影
響するが、常時約30日分の水量を確保しており事後の
復旧が可能

• 汚染水処理設備、淡水化装置等は現場での操作が可能

公衆被ばくへの
影響小（公衆被
ばく線量
≦50μSv）

１～３号機の
燃料デブリ大
規模取り出し
の監視・操作

燃料デブリ取り出し遠隔
操作システムの停止

• 遠隔操作システムが停止した際に遠隔装置（ロボッ
ト）が燃料デブリを持ち上げた状態で停止し不安定な
状態となることや、ダスト放出などのリスクを低減す
る必要があるが、地震時の安全機能を装置側に設ける
ことを今後の設計に反映

公衆被ばくへの
影響小（公衆被
ばく線量
≦50μSv）

環境モニタリ
ング、ダスト
モニタ、ＭＰ
監視

環境モニタリング、ダス
トモニタ、ＭＰの監視不
可

• 環境モニタリング、構内ダストモニタ、MPは現場盤で
の監視可能

• 手サーベイや簡易計測器等での確認も可能

公衆被ばくへの
影響小（公衆被
ばく線量
≦50μSv）

補足１ 地震が新集中監視室に与える影響の想定
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補足２ 安全機能の考え方

◼ 新集中監視室は既存の安定化設備と燃料デブリ取出し装置の監視・操作を担う設
備となるが、公衆被ばく影響に直接関係する安全機能としては現場設備にて担保
するものとする。

制御指令信号

現場制御盤

現場設備

制御指令信号

監視情報

新集中監視室 伝送設備

中継盤

監視情報

制御指令信号

監視情報

新集中監視室の設備構成イメージ

安全機能 必要と考えられる機能 新集中監視室 伝送設備 現場設備

異常発生防止
連続監視による異常兆候検知
（既存設備およびデブリ取り出し期間中のパラメータ）

○ ○（条件有） ○（条件有）

異常影響緩和

設備の緊急停止機能（現状は想定） ○ ○（条件有） ○

非常時のデブリ冷却・臨界停止（現状は想定） ○ ○（条件有） ○

閉じ込め、遮へい、漏えい拡大防止 ×（機能なし） ×（機能なし） ○

設備による安全機能分担

⇒安全機能の主は現場設備にて担保とする。ただし、現場設備の持つ一部の安全機能について新集
中監視室で重複して持たせ対応可能箇所の多様性を高めることで、異常発生時に現場設備へ接近で
きない場合等の代替措置を行える設計とする。


